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 議案第９号 

 

令和７年度玉野市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和７年度玉野市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数 ２７，１００戸 

（２）年間総給水量 １２，１６８，０００㎥ 

（３）一日平均給水量 ３３，３３７㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

施設改良費 ６４２，３０１千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款  水道事業収益 １，７１５，２００千円 

第１項  営業収益 １，５５６，８８１千円 

第２項  営業外収益 １５８，３１９千円 

 

支   出 

第１款  水道事業費用 １，７１３，３７１千円 

第１項  営業費用 １，６４８，６９５千円 

第２項  営業外費用 ６４，１７６千円 

第３項 予備費 ５００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額１８６，９２０千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額５３，５４８千円、当年度分損益勘定留保資金１３３，３７２千円で補てんするも

のとする。） 
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収   入 

第１款 資本的収入 ４９１，５２９千円 

第１項 企業債 ２５５，０００千円 

第２項 出資金 １，９５５千円 

第３項 分担金 １０，７４７千円 

第４項 工事負担金 ２２３，８２７千円 

 

支   出 

第１款 資本的支出 ６７８，４４９千円 

第１項 建設改良費 ６６７，９８６千円 

第２項 企業債償還金 ９，９６３千円 

第３項 予備費 ５００千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道事業 千円 

２５５，０００ 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年5.0％ 

以内 

（ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率） 

政府資金についてはその融資

条件により、銀行その他の場

合にはその債権者との協定に

よる。ただし、財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

短縮し、もしくは繰上償還又

は低利債に借換えすることが

できる。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は１，０００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）収益的支出及び資本的支出の各項に計上された予算に過不足を生じた場合にお

ける款内各項の金額の流用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

（１）職員給与費 １７８，９２８千円 

（２）交 際 費 １００千円 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、２８，０００千円と定める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

 

玉 野 市 長  柴 田 義 朗 
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（単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　考

1,715,200  

1,556,881  

給水収益 1,521,534  水道料金、メータ使用料

その他営業収益 35,347     上記以外の営業活動により発生する収益

158,319    

受取利息及び配当金 200        預金利息等

他会計補助金 54,074     一般会計補助金

他会計負担金 5,216      一般会計負担金

長期前受金戻入 96,589     減価償却費に対応する財源の収益化

雑収益 2,239      不用品売却、その他収益

消費税還付金 1          

款 項 目 予定額 備　　　考

1,713,371  

1,648,695  

原水及び浄水費 902,605    受水費及び浄水設備の維持に要する費用

配水及び給水費 238,916    配水設備及び給水管・メータの維持に要する費用

業務費 78,233     水道料金の徴収等に要する費用

総係費 104,588    事業経営全般に要する費用

減価償却費 293,183    固定資産の減価償却費

資産減耗費 31,000     有形固定資産、たな卸資産減耗費

その他営業費用 170        上記以外の営業費用

64,176     

支払利息及び企業債取扱諸費 22,176     企業債利息償還金

消費税及び地方消費税 20,000     

雑支出 22,000     上記以外の営業外費用

500        

予備費 500        

２営業外費用

３予備費

２営業外収益

支　出

１水道事業費用

１営業費用

令和７年度　玉野市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入

１水道事業収益

１営業収益
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（単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　　考

491,529    

255,000    

企業債 255,000    

1,955      

他会計出資金 1,955      一般会計からの出資金

10,747     

分担金 10,747     新設工事に伴う分担金

223,827    

工事負担金 223,827    下水道工事等に伴う負担金

款 項 目 予定額 備　　　考

678,449    

667,986    

施設改良費 642,301    施設改良に要する費用

営業設備費 25,185     量水器更新に要する費用

固定資産購入費 500        固定資産購入に要する費用

9,963      

企業債償還金 9,963      企業債元金償還金

500        

予備費 500        

３予備費

支　出

１資本的支出

１建設改良費

２企業債償還金

１資本的収入

１企業債

２出資金

３分担金

４工事負担金

資本的収入及び支出

収　入
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（単位　　円）

当年度純利益（△は純損失） △ 30,033,601

減価償却費 280,318,000

資産減耗費 30,000,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 161,751

修繕引当金の増減額（△は減少） 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,206,825

賞与等引当金の増減額（△は減少） 228,025

長期前受金戻入 △ 96,589,000

受取利息及び配当金 △ 200,000

支払利息及び企業債取扱諸費 22,176,000

小計 214,268,000

利息及び配当金の受取額 200,000

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 22,176,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 192,292,000

有形固定資産の取得による支出 △ 554,491,000

貸付による支出 0

貸付金の回収による収入 0

工事負担金等による収入 211,214,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 343,277,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 255,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 9,962,391

他会計からの出資による収入 1,955,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 246,992,609

資金増減額（△は減少） 96,007,609

資金期首残高 1,819,692,058

資金期末残高 1,915,699,667

令和７年度　玉野市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
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給与費明細書 

１ 総 括  

（単位 千円）  

区 分  
職員数(人) 給 与 費  法 定  

福利費  
合 計  

特別職  一般職  報 酬  給 料  職員手当等  計  

本年度  12 24 14,680 64,332 71,568 150,580 28,348 178,928 

前年度  12 24 12,906 65,812 66,504 145,222 26,782 172,004 

比 較  0 0 1,774 △1,480 5,064 5,358 1,566 6,924 

 

 

（単位 千円）  

職員手当  

等の内訳  

区 分  扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 

本年度  1,539 888 1,973 611 

前年度  1,490 594 1,858 656 

比 較  49 294 115 △45 

区 分  時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管 理 職 手 当 期 末 勤 勉 手 当 

本年度  12,015 80 1,872 34,048 

前年度  11,020 110 2,376 32,010 

比 較  995 △30 △504 2,038 

区 分  児 童 手 当 退 職 給 付 費   

本年度  1,335 17,207   

前年度  960 15,430   

比 較  375 1,777   
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２ 給料及び職員手当等の増減額の明細                                              （単位  千円） 

区  分 増減額 増減事由別内訳 説       明 備      考 

 

給    料 

 

△1,480 

昇給に伴う増加分 

976 

  

その他の増減分 

△2,456 

 

新陳代謝等 

△4,206 

給与の改定による 

増額分 

1,750  

 

 

職員手当等 

 

5,064 

 

制度改正に伴う増加分 

4,340 

期末勤勉手当 

1,874 

会計年度任用職員に係る

勤勉手当増加分 

    2,466 

 

その他の増減分 

724 

新陳代謝等 

724 

 

 

３ 給料及び職員手当等の状況 

 （１）職員１人当たりの給与 

区           分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

６年１２月１日現在 

平均給料月額（円） 330,700 349,600 

平均給与月額（円） 398,200 

 

377,200 

平 均 年 齢 （歳） 42.7 53.0 

 
５年１２月１日現在 

平均給料月額（円） 339,000 341,700 

平均給与月額（円） 382,700 369,300 

平 均 年 齢 （歳） 44.9 52.0 

 

 （２）初 任 給 

区     分 一般行政職（円） 技能労務職（円） 

国  の  制  度 

一般行政職 (円） 技能労務職（円） 

高  校  卒 

 

188,000 

18歳 

208,000 

 

188,000 

 

185,700 

大  学  卒 220,000 －  220,000 －  
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（３）級別職員数 

区 分 
表 

級 

行  政  職 技 能 労 務 職 

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 

６年１２月１日 

現在 

７ 級 1 6.25   

６ 級 1 6.25   

５ 級 2 12.5   

４ 級 5 31.25 1 100.0 

３ 級 4 25   

２ 級 1 6.25   

１ 級 2 12.5   

計 16 100.0 1 100.0 

５年１２月１日 

現在 

７ 級 1 6.7   

６ 級 1 6.7   

５ 級 3 20.0   

４ 級 6 39.9 1 100.0 

３ 級 3 20.0   

２ 級 1 6.7   

１ 級     

計 15 100.0 1 100.0 

（級別の標準的な職務内容） 

表 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級 

行 政 職 部 長 課 長 課長補佐 係 長 主 任 主事･技師 主事･技師 

技能労務職    主任技工員 技工員 技工員  

 

（４）昇 給 

区  分 合  計 
代表的な職種 

一般行政職 技能労務職 

本 

 

年 

 

度 

職 員 数     (Ａ)(人) 17 16 1 

昇給に係る職員数  (Ｂ)(人) 17 16 1 

号給数別内訳 

１号給(人） 1 1  

２号給(人） 1 1  

３号給(人）    

４号給(人） 12 11 1 

６号給(人） 3 3  

８号給(人）    

比  率  (Ｂ)／(Ａ) (％) 100.0 100.0 100.0 

前 

 

年 

 

度 

職 員 数     (Ａ)(人) 16 15 1 

昇給に係る職員数  (Ｂ)(人) 15 14 1 

号給数別内訳 

１号給(人）    

２号給(人） 1 1  

３号給(人）    

４号給(人） 11 10 1 

６号給(人） 3 3  

８号給(人）    

比  率  (Ｂ)／(Ａ) (％) 93.8 93.3 100.0 
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  （５）特殊勤務手当 

区        分 全  職  種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

   給料総額に対する比率（％） 0.04 0.04 0.0 

支給対象職員の比率（％） 

  （６年１２月１日現在） 
5.88 6.25 0.0 

   代表的な特殊勤務手当の名称 停水処分業務手当 

 

（６）期末勤勉手当 

区   分 

支給期別支給率（月分） 
支給率計 

（ 月 分 ） 

職制上の段階 

職務級等による 

加  算  措  置 

備 考 

６ 月 １２月 

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有  

前 年 度 2.250 2.250 4.500 有  

国の制度 2.300 2.300 4.600 有  

 

（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区  分 
20年勤続の者 

（月分） 

25年勤続の者 

（月分） 

35年勤続の者 

（月分） 

最 高 限 度 

（月分） 

その他の加算 

措   置   等 

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退職 

特例措置 

3% ～ 45% 

加     算 

国の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退職 

特例措置 

3% ～ 45% 

加     算 

 

（８）その他の手当 

区         分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶  養  手  当 同  じ  

住  居  手  当 同 じ  

通  勤  手  当 異なる 
  交通用具利用者について、支給距離区分、支給

額が異なる。 

 



（単位  円）

１．営業収益

（１） 給 水 収 益 1,292,014,000

（２） そ の 他 営 業 収 益 33,185,000 1,325,199,000

２．営業費用

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 768,481,000

（２） 配 水 及 び 給 水 費 163,963,000

（３） 業 務 費 58,489,000

（４） 総 係 費 85,094,351

（５） 減 価 償 却 費 314,025,000

（６） 資 産 減 耗 費 30,000,000

（７） そ の 他 営 業 費 用 170,000 1,420,222,351

営 業 損 失 （ △ ）  △ 95,023,351

３．営業外収益

（１）
受 取 利 息 及 び
配 当 金

10,000

（２） 他 会 計 補 助 金 0

（３） 他 会 計 負 担 金 1,007,000

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 93,826,000

（５） 雑 収 益 1,290,000 96,133,000

４．営業外費用

（１）
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

23,387,000

（２） 雑 支 出 20,000,000 43,387,000 52,746,000

経 常 損 失 （ △ ） △ 42,277,351

当 年 度 純 損 失 △ 42,277,351

188,613,665

その他未処分利益剰余金変動額 11,592,952

157,929,266

令和６年度　玉野市水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金
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（単位  円）

１．固定資産

（１）有 形 固 定 資 産

　イ．土 地 322,839,477

　ロ．建 物 142,478,237

減 価 償 却 累 計 額 △ 68,627,906 73,850,331

　ハ．構 築 物 14,669,214,070

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,190,981,795 8,478,232,275

　ニ．機 械 及 び 装 置 521,175,894

減 価 償 却 累 計 額 △ 306,892,235 214,283,659

　ホ．車 両 運 搬 具 11,725,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,639,000 1,086,000

　ヘ．工具、器具及び備品 21,677,940

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,931,069 2,746,871

　ト．建 設 仮 勘 定 2,444,793

有形固定資産合計 9,095,483,406

（２）投資その他の資産

　イ．出 資 金 170,000

投資その他の資産合計 170,000

9,095,653,406

２．流動資産

（１）現 金 預 金 1,819,692,058

（２）未 収 金 215,231,867

貸 倒 引 当 金 △ 9,102,619 206,129,248

（３）貯 蔵 品 15,517,320

（４）前 払 金 12,200,000

2,053,538,626

　資産合計 11,149,192,032

令和６年度　玉野市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

　固定資産合計

　流動資産合計
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３．固定負債

（１）企 業 債 1,854,825,868
　イ．建設改良費等の財源に

充てる ための企業債 1,854,825,868

（２）引 当 金 132,328,181

　イ．退 職 給 付 引 当 金 132,328,181

1,987,154,049

４．流動負債

（１）企 業 債 9,962,391
　イ．建設改良費等の財源に

充てる ための企業債 9,962,391

（２）未 払 金 168,170,630

（３）預 り 金 17,150,369

（４）引 当 金 11,082,878

　イ．賞 与 等 引 当 金 11,082,878

206,366,268

５．繰延収益

（１）長 期 前 受 金 5,331,018,217

収 益 化 累 計 額 △ 2,637,539,281

2,693,478,936

　負債合計 4,886,999,253

６．資本金 4,842,887,153

７．剰余金

（１）資 本 剰 余 金 5,911,346

　イ．受 贈 財 産 評 価 額 5,911,346

（２）利 益 剰 余 金

　イ．減 債 積 立 金 168,930,667

　ロ．建 設 改 良 積 立 金 1,086,534,347

　ハ．当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 157,929,266

1,413,394,280

1,419,305,626

　資本合計 6,262,192,779

11,149,192,032

資　本　の　部

　利益剰余金合計

　剰余金合計

　負債資本合計

負　債　の　部

　固定負債合計

　流動負債合計

　繰延収益合計
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（単位  円）

１．固定資産

（１）有 形 固 定 資 産

　イ．土 地 322,839,477

　ロ．建 物 142,478,237

減 価 償 却 累 計 額 △ 70,427,906 72,050,331

　ハ．構 築 物 15,168,293,070

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,435,418,795 8,732,874,275

　ニ．機 械 及 び 装 置 546,360,894

減 価 償 却 累 計 額 △ 338,959,235 207,401,659

　ホ．車 両 運 搬 具 11,725,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,031,000 694,000

　ヘ．工具、器具及び備品 21,904,940

減 価 償 却 累 計 額 △ 20,553,069 1,351,871

　ト．建 設 仮 勘 定 2,444,793

有形固定資産合計 9,339,656,406

（２）投資その他の資産

　イ．出 資 金 170,000

投資その他の資産合計 170,000

9,339,826,406

２．流動資産

（１）現 金 預 金 1,915,699,667

（２）未 収 金 215,231,867

貸 倒 引 当 金 △ 9,264,370 205,967,497

（３）貯 蔵 品 15,517,320

（４）前 払 金 12,200,000

2,149,384,484

　資産合計 11,489,210,890

令和７年度　玉野市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

　固定資産合計

　流動資産合計
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３．固定負債

（１）企 業 債 2,095,842,953
　イ．建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業債 2,095,842,953

（２）引 当 金 140,535,006

　イ．退 職 給 付 引 当 金 140,535,006

2,236,377,959

４．流動負債

（１）企 業 債 13,982,915
　イ．建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業債 13,982,915

（２）未 払 金 168,170,630

（３）預 り 金 17,150,369

（４）引 当 金 11,310,903

　イ．賞 与 等 引 当 金 11,310,903

210,614,817

５．繰延収益

（１）長 期 前 受 金 5,542,232,217

収 益 化 累 計 額 △ 2,734,128,281

2,808,103,936

　負債合計 5,255,096,712

６．資本金 4,844,842,153

７．剰余金

（１）資 本 剰 余 金 5,911,346

　イ．受 贈 財 産 評 価 額 5,911,346

（２）利 益 剰 余 金

　イ．減 債 積 立 金 158,968,276

　ロ．建 設 改 良 積 立 金 1,086,534,347

　ハ．当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 137,858,056

1,383,360,679

1,389,272,025

　資本合計 6,234,114,178

11,489,210,890

資　本　の　部

　利益剰余金合計

　剰余金合計

　負債資本合計

負　債　の　部

　固定負債合計

　流動負債合計

　繰延収益合計
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令和６年度 注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品･･･先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産･･･定額法 

・主な耐用年数 

建物 ８～６０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 ８～２０年 

車両運搬具 ４～ ５年 

工具、器具及び備品 ４～２０年 

３ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当

事業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上

している。 

４ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は３，３１７，１６９円である。 

 

Ⅲ．セグメント情報 

上水道事業の単一セグメントのため、セグメント情報の記載を省略している。 
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Ⅳ．リース取引関係 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 

 

Ⅴ．その他の注記 

１ 引当金の取崩し 

（１）貸倒引当金の取崩し 

当事業年度において、不納欠損として１，７５５，３８４円を処理するため、同額を

貸倒引当金から取り崩す。 

（２）退職給付引当金の取崩し 

当事業年度において、退職手当として４，７７７，０００円を支給するため、同額を

退職給付引当金から取崩す。 

（３）賞与等引当金の取崩し 

当事業年度において、期末勤勉手当等の支給及び支出のため、１０，８６９，５５９

円を賞与等引当金から取り崩す。 
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令和７年度 注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品･･･先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産･･･定額法 

・主な耐用年数 

建物 ８～６０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 ８～２０年 

車両運搬具 ４～ ５年 

工具、器具及び備品 ４～２０年 

３ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当

事業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上

している。 

４ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会

計が負担すると見込まれる額は１，３６２，９３４円である。 

 

Ⅲ．セグメント情報 

上水道事業の単一セグメントのため、セグメント情報の記載を省略している。 
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Ⅳ．リース取引関係 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 

 

Ⅴ．その他の注記 

１ 引当金の取崩し 

（１）貸倒引当金の取崩し 

当事業年度において、不納欠損として１，６９０，１２０円を処理するため、同額を

貸倒引当金から取り崩す。 

（２）退職給付引当金の取崩し  

当事業年度において、退職手当の支給予定はないため、退職給付引当金の取崩しはな

い。 

（３）賞与等引当金の取崩し 

当事業年度において、期末勤勉手当等の支給及び支出のため、１１，０８２，８７８

円を賞与等引当金から取り崩す。 

 


